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幼保連携型認定こども園の見なし認可に伴う定款変更の取り扱い 

について（通知） 

 

 平素は社会福祉事業の推進につきまして、格別のご尽力をいただき、厚くお礼申し上

げます。 

 さて、このことについて、別添のとおり島根県から情報提供がありましたので、お知

らせします。 
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 島根県大田市大田町大田ロ１１１１番地 

    大田市健康福祉部高齢者福祉課 
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     (0854)８２－１６００（内線1132） 
  FAX (0854)８４－９２０４  
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  都道府県 

各 指定都市 民生主管部（局）長 殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長 

  社会・援護局福祉基盤課長 

（ 公 印 省 略 ）               

 

 

   幼保連携型認定こども園のみなし認可に伴う定款変更の取扱いに

ついて 

 

 

 平成 27 年４月１日より、子ども・子育て支援新制度が施行され、就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正す

る法律（平成 24 年法律第 66 号。以下「改正法」という。）による改正前の就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

18 年法律第 77 号。以下「旧認定こども園法」という。）第３条第３項の規定

による認定を受けた幼稚園及び保育所（以下「幼保連携施設」という。）であ

って国及び地方公共団体以外の者が設置する幼保連携施設については、改正法

附則第３条第１項の別段の申出があったものを除き、改正法による改正後の就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下

「新認定こども園法」という。）第 17 条第１項に規定する幼保連携型認定こど

も園の設置認可があったものとみなされることとなります。 

 社会福祉法人（以下「法人」という。）が新認定こども園法に基づく幼保連

携型認定こども園とみなされた幼保連携施設（以下「みなし幼保連携型認定こ

ども園」という。）を運営する事業を行う場合には、幼保連携型認定こども園

の設置に係るみなし認可のほか、法人が実施する事業等に変更が生じるため、

定款の変更が必要となりますが、今般の幼保連携型認定こども園のみなし認可



に伴う定款変更の認可については、下記のとおり、「子ども・子育て支援法等

の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令（平成 26 年厚生労働省

令第 73 号）」により、社会福祉法施行規則（昭和 26 年厚生省令第 28 号）を改

正し、届出とすることとしました。 

各都道府県、指定都市及び中核市においては、本通知についてご了知願うと

ともに、対象となる所管法人に対しても周知願います。また、都道府県におい

ては、管内の市（指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。）に対して周知

いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．社会福祉法施行規則の改正概要 

  社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 31 条第１項に規定する定款に掲げ

る事項のうち、改正法附則第３条第１項により新認定こども園法第 17 条第１

項に規定する幼保連携型認定こども園の設置認可があったものとみなされた

ことに伴う、以下に掲げる事項の変更については、所轄庁への届出で差し支

えないこととするよう社会福祉法施行規則を改正。 

  ①目的（社会福祉法第 31 条第１項第１号） 

  ②名称（同項第２号） 

  ③社会福祉事業の種類（同項第３号） 

  ④公益事業を行う場合には、その種類（同項第 10 号） 

 

なお、社会福祉法施行規則の改正内容は別添のとおり。 

 

２．みなし幼保連携型認定こども園を運営する事業を行う場合の定款記載上の

取扱い 

(1) 社会福祉法第 31 条第１項第１号（目的）関係 

目的に係る事項として定款に設置する保育所の根拠法を記載している場

合には、「児童福祉法」とあるのを、「就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律」に変更することが必要となるこ

と。 

 

(2) 社会福祉法第 31 条第１項第２号（名称）関係 

名称に係る事項として幼保連携施設を構成する保育所が幼保連携型認定

こども園に移行する場合には、法人の名称中、「社会福祉法人○○保育園」



とあるのを、「社会福祉法人○○幼保連携型認定こども園」に変更するこ

とが適当であること。 

 

(3) 社会福祉法第 31 条第 2 項第 3 号（社会福祉事業の種類）関係 

   社会福祉事業の種類に係る事項として幼保連携施設を構成する保育所が

幼保連携型認定こども園に移行する場合には、社会福祉事業の種類中、「保

育所の経営」とあるのを、「幼保連携型認定こども園の経営」に変更する

ことが必要となること。 

 

(4) 社会福祉法第 31 条第１項第 10 号（公益事業の種類）関係 

   公益事業の種類に係る事項として幼保連携施設を構成する幼稚園が幼保

連携型認定こども園に移行する場合には、公益を目的とする事業として定

められている「幼稚園」を削除することが必要となること。 

   なお、社会福祉法人が経営する幼稚園のうちの一部が、幼保連携型認定

こども園へ移行し、一部が幼稚園として存続し経営する場合には、「幼稚

園」は削除しないこと。 

 

 (5) その他 

① 幼保連携型認定こども園を設置する社会福祉法人の定款について 

役員の定数等みなし認可に伴って変更が生じる事項以外について

は、従前どおり所轄庁の認可が必要となること。 

② 既に定款変更の認可を行った場合の取扱いについて 

     今般の措置については、改正法の施行日（平成 27 年４月１日）以降

に適用するものであるがこの通知の発出の際、既に所轄庁による定款の

変更認可が行われている場合には、改めて所轄庁への届出を行う必要は

ないこと。 

③ 登記について 

     今回の措置は、所轄庁による定款変更の認可を届出としたものであ

り、組合等登記令（昭和 39 年政令第 29 号）に基づき法人が行わなけれ

ばならない登記については、変更がないこと。 



平成年月日 火曜日 (号外特第号)官 報

（
社
会
福
祉
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
五
条

社
会
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
厚
生
省
令
第
二
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
六
条
第
一
項
第
三
号
中
ヌ
を
ル
と
し
、
リ
を
ヌ
と
し
、
チ
を
リ
と
し
、
同
号
ト
中
「
保
育
所
（
」の
下
に「
都

道
府
県
及
び
市
町
村
が
設
置
し
た
も
の
並
び
に
」を
加
え
、「
第
十
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
私
立
認
定
保
育
所
」

を
「
第
二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園
（
保
育
所
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）」
に
改
め
、
同
号
ト
を
同
号
チ

と
し
、
同
号
ヘ
を
同
号
ト
と
し
、
同
号
ト
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ヘ

子
育
て
援
助
活
動
事
業

附
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

７

法
人
が
そ
の
設
置
す
る
幼
保
連
携
施
設
（
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推

進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
六
号
）
附
則
第
三
条
第
一
項
に
規
定

す
る
幼
保
連
携
施
設
に
限
る
。）に
つ
い
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
に
よ
る
改
正
後
の
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す

る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
第
十
七
条
第
一
項
の
設
置
の
認
可
が
あ
っ
た
も
の
と

み
な
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
第
四
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
次
の
と
お
り
」
と
あ
る
の

は
、「
法
第
三
十
一
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
の
と
お
り
」
と

す
る
。

（
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
六
条

厚
生
年
金
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
厚
生
省
令
第
三
十
七
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
三
十
一
号
中
「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
、「児

童
手
当
拠
出
金

」
を

「子
ど
も
・
子
育
て
拠
出
金

」
に
改
め
る
。

様
式
第
三
十
六
号
中
「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
改
め
る
。

（
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
七
条

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
年
労
働
省
令
第
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

第
七
条
第
一
号
ロ
中
「
在
学
し
」
の
下
に
「
、
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
三
十
九

条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
育
所
（
次
号
ロ
に
お
い
て
「
保
育
所
」
と
い
う
。）若
し
く
は
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る

教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規

定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
（
次
号
ロ
に
お
い
て
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
」
と
い
う
。）に
通
い
」
を

加
え
、
同
条
第
二
号
ロ
中
「
在
学
し
」
の
下
に
「
、
保
育
所
若
し
く
は
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
通
い
」
を
加

え
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
七
十
三
号

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）、
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の

総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
六
号
）
及
び
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
及
び
就

学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
関
係
法

令
の
規
定
に
基
づ
き
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
等
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
に
関
す
る
省
令
を

次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
等
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
に
関
す
る
省
令

（
健
康
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

健
康
保
険
法
施
行
規
則
（
大
正
十
五
年
内
務
省
令
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
二
十
号
中
「児

童
手
当
拠
出
金

」
を
「子

ど
も
・
子
育
て
拠
出
金

」
に
、「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
改
め
る
。

様
式
第
二
十
七
号
中
「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
改
め
る
。

（
船
員
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条

船
員
保
険
法
施
行
規
則
（
昭
和
十
五
年
厚
生
省
令
第
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

様
式
第
八
号
中
「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
、「児

童
手
当
拠
出
金

」
を
「子

ど
も
・
子
育
て
拠
出
金

」
に
改
め
る
。

様
式
第
十
五
号
中
「厚

生
労
働
省
所
管

」
を
「内

閣
府
及
び
厚
生
労
働
省
所
管

」
に
改
め
る
。

（
労
働
基
準
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
三
条

労
働
基
準
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
厚
生
省
令
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
三
条
第
一
項
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

三

児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
六
条
の
三
第
十
一
項
に
規
定
す
る
居
宅
訪
問
型
保

育
事
業
に
使
用
さ
れ
る
労
働
者
の
う
ち
、
家
庭
的
保
育
者
（
同
条
第
九
項
第
一
号
に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
者

を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）と
し
て
保
育
を
行
う
者
（
同
一
の
居
宅
に
お
い
て
、
一
の
児
童
に
対

し
て
複
数
の
家
庭
的
保
育
者
が
同
時
に
保
育
を
行
う
場
合
を
除
く
。）

（
栄
養
士
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
四
条

栄
養
士
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
六
条
第
三
号
中
「
各
種
学
校
」
の
下
に
「
並
び
に
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の
総
合
的
な

提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ

ど
も
園
」
を
加
え
る
。
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